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　１　補助事業の名称
※基本方針、基本計画等において研究開発・実証から研究開発の成果の普及、商業化又は実用化まで支援する趣旨が目的に記載されている補助金であることを確認すること。


　２　商用利用する財産の品目及び取得年月日
※参考資料として様式第14　取得財産等管理明細表を添付すること。


　３　商用利用の内容及び期間
※当該補助金により行われる研究開発の成果の普及、商業化又は実用化に活用する場合（商用利用）であって、当該補助金の交付の目的に沿った場合に限ります。商用利用の目的での譲渡・貸付けの場合は、財産処分に係る手続きが必要となります。
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